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潤
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(理工学研究科 博士後期課程 3年次 仲宗根
な か そ ね

峻也
しゅんや

) 

⑦ 第３期中期目標期間（４年目終了時）に係る業務の実績に関する

評価結果について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・資料７
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法文学部

民間 公務員 教員

総合社会システム学科 201 6 140 126 (34) 81 45 0 69 90.0%

人間科学科 93 7 62 50 (15) 37 10 3 36 80.6%

国際言語文化学科 86 5 58 52 (17) 44 4 4 29 89.7%

合 計 380 18 260 228 (66) 162 59 7 134 87.7%

観光産業科学部

民間 公務員 教員

観光科学科 60 1 53 48 (17) 44 4 0 11 90.6%

産業経営学科 91 1 68 60 (16) 55 5 0 30 88.2%

合 計 151 2 121 108 (33) 99 9 0 41 89.3%

教育学部

民間 公務員 教員

学校教育教員養成課程 134 9 107 106 (25) 29 7 70 19 99.1%

生涯教育課程 5 0 5 4 (0) 2 2 0 1 80.0%

合 計 139 9 112 110 (25) 31 9 70 20 98.2%

理学部

民間 公務員 教員

数理科学科 28 9 13 12 (2) 5 4 3 7 92.3%

物質地球科学科 66 25 33 33 (10) 21 7 5 8 100.0%

海洋自然科学科 81 24 43 38 (10) 25 11 2 19 88.4%

合 計 175 58 89 83 (22) 51 22 10 34 93.3%

工学部

民間 公務員 教員

機械システム工学科 14 1 7 7 (3) 5 2 0 6 100.0%

環境建設工学科 18 2 14 12 (5) 8 4 0 4 85.7%

電気電子工学科 11 2 7 6 (3) 5 1 0 3 85.7%

情報工学科 6 2 3 2 (2) 2 0 0 2 66.7%

工学科 250 85 156 153 (81) 134 19 0 12 98.1%

合 計 299 92 187 180 (94) 154 26 0 27 96.3%

農学部

民間 公務員 教員

亜熱帯地域農学科 30 6 19 19 (7) 12 7 0 5 100.0%

亜熱帯農林環境科学科 28 13 14 13 (9) 11 2 0 2 92.9%

地域農業工学科 30 4 18 18 (6) 7 11 0 8 100.0%

亜熱帯生物資源科学科 52 17 31 30 (10) 27 3 0 5 96.8%

合 計 140 40 82 80 (32) 57 23 0 20 97.6%

医学部（医学科除く）

民間 公務員 教員

保健学科 52 7 43 43 (10) 39 4 0 2 100.0%

合 計 52 7 43 43 (10) 39 4 0 2 100.0%

合計

民間 公務員 教員

合計 1,336 226 894 832 (282) 593 152 87 278 93.1%

※「就職者」の（）は、県外就職者の内数である。
※「就職者」には、非常勤職員・臨時教員など、非正規の職に就いた者も含む。
※「就職率」は、「就職希望者」に対する「就職者」の割合である。
※「その他」には、留学、研究生等、大学院浪人、公務員浪人、教員浪人、未就職者などを含む。

令和２年度 学部卒業者の進路先内訳（学部・学科別）

学科名 卒業者 大学院進学 就職希望者 就職者
(県外就職者内数）

その他 就職率

就職率

卒業者 大学院進学 就職希望者 就職者
(県外就職者内数）

その他 就職率

学科名 卒業者 大学院進学 就職希望者 就職者
(県外就職者内数）

その他

就職率

学科名 卒業者 大学院進学 就職希望者 就職者
(県外就職者内数）

その他 就職率

学科名 卒業者 大学院進学 就職希望者 就職者
(県外就職者内数）

その他

就職率

学科名 卒業者 大学院進学 就職希望者 就職者
(県外就職者内数）

その他 就職率

学科名 卒業者 大学院進学 就職希望者 就職者
(県外就職者内数）

その他

学科名 卒業者 大学院進学 就職希望者 就職者
(県外就職者内数）

県内就職率
66.1%

33.9%
県外就職率

就職率その他





人文社会科学研究科

民間 公務員 教員

総合社会ｼｽﾃﾑ専攻 3 0 3 2 (0) 1 1 0 1 66.7%

人間科学専攻 5 0 3 2 (1) 1 0 1 3 66.7%

国際言語文化専攻 9 4 3 3 (0) 3 0 0 2 100.0%

合 計 17 4 9 7 (1) 5 1 1 6 77.8%

観光科学研究科

民間 公務員 教員

観光科学専攻 0 0 0 0 (0) 0 0 0 0 -

教育学研究科

民間 公務員 教員

学校教育専攻 2 0 2 2 (0) 1 0 1 0 100.0%

特別支援教育専攻 0 0 0 0 (0) 0 0 0 0 -

教科教育専攻 11 0 8 8 (2) 2 0 6 3 100.0%

高度教職実践専攻 18 0 17 17 (0) 0 0 17 1 100.0%

合 計 31 0 27 27 (2) 3 0 24 4 100.0%

医学研究科

民間 公務員 教員
医科学専攻 13 2 11 10 (0) 8 1 1 1 90.9%

保健学研究科

民間 公務員 教員
保健学専攻 6 0 4 3 (1) 3 0 0 3 75.0%

理工学研究科（理学系）

民間 公務員 教員

数理科学専攻 4 0 3 3 (2) 2 0 1 1 100.0%

物質地球科学専攻 10 3 5 4 (3) 3 1 0 3 80.0%

海洋自然科学専攻 25 4 18 16 (10) 10 5 1 5 88.9%

合 計 39 7 26 23 (15) 15 6 2 9 88.5%

理工学研究科（工学系）

民間 公務員 教員

機械システム工学専攻 23 1 17 14 (12) 13 1 0 8 82.4%

環境建設工学専攻 18 2 12 12 (5) 9 3 0 4 100.0%

電気電子工学専攻 32 2 30 30 (28) 26 3 1 0 100.0%

情報工学専攻 23 1 20 19 (16) 19 0 0 3 95.0%

合 計 96 6 79 75 (61) 67 7 1 15 94.9%

農学研究科

民間 公務員 教員

亜熱帯農学専攻 24 2 19 18 (13) 15 3 0 4 94.7%

合計

民間 公務員 教員

合計 226 21 175 163 (93) 116 18 29 42 93.1%

※「就職者」の（）は、県外就職者の内数である。
※「就職者」には、非常勤職員・臨時教員など、非正規の職に就いた者も含む。
※「就職率」は、「就職希望者」に対する「就職者」の割合である。
※「その他」には、留学、研究生等、大学院浪人、公務員浪人、教員浪人、未就職者などを含む。

就職率

専攻名 修了者 大学院進学 就職希望者 就職者 その他 就職率

専攻名 修了者 大学院進学 就職希望者 就職者 その他

就職率

専攻名 修了者 大学院進学 就職希望者 就職者 その他 就職率

専攻名 修了者 大学院進学 就職希望者 就職者 その他

専攻名 修了者 大学院進学 就職希望者 就職者 その他 就職率

修了者 大学院進学 就職希望者 就職者 その他 就職率専攻名

令和２年度 大学院修了者の進路状況〈修士・博士前期課程〉

専攻名 修了者 大学院進学 就職希望者 就職者 その他 就職率

就職率

専攻名 修了者 大学院進学 就職希望者 就職者 その他 就職率

専攻名 修了者 大学院進学 就職希望者 就職者 その他



人文社会科学研究科

民間 公務員 教員 ポスドク

比較地域文化専攻 1 0 0 0 (0) 0 0 0 0 1 -

医学研究科

民間 公務員 教員 ポスドク
医科学専攻 3 0 3 3 (0) 3 0 0 0 0 100.0%

感染制御医科学専攻 2 0 1 1 (0) 1 0 0 0 1 100.0%
医学専攻 14 0 9 9 (1) 8 0 1 0 5 100.0%
合 計 19 0 13 13 (1) 12 0 1 0 6 100.0%

保健学研究科

民間 公務員 教員 ポスドク
保健学専攻 3 0 2 2 (2) 1 0 1 0 1 100.0%

理工学研究科（理学系）

民間 公務員 教員 ポスドク

海洋環境学専攻 11 0 9 9 (5) 3 0 1 5 2 100.0%

理工学研究科（工学系）
大学院進学 就職者 その他

民間 公務員 教員 ポスドク

生産エネルギー工学専攻 4 0 1 1 (1) 1 0 0 0 3 100.0%

総合知能工学専攻 5 0 4 3 (3) 1 0 2 0 2 75.0%

合 計 9 0 5 4 (4) 2 0 2 0 5 80.0%

合計

民間 公務員 教員 ポスドク

合計 43 0 29 28 (12) 18 0 5 5 15 96.6%

※「就職者」の（）は、県外就職者の内数である。
※「就職者」には、非常勤職員・臨時教員など、非正規の職に就いた者も含む。
※「就職率」は、「就職希望者」に対する「就職者」の割合である。
※「その他」には、留学、研究生等、大学院浪人、公務員浪人、教員浪人、未就職者などを含む。

就職率専攻名 修了者 大学院進学 就職希望者 就職者 その他

専攻名 修了者 大学院進学 就職希望者 就職者 その他 就職率

就職率就職希望者修了者専攻名

就職率

専攻名 修了者 大学院進学 就職希望者 就職者 その他 就職率

専攻名 修了者 大学院進学 就職希望者 就職者 その他

令和２年度 大学院修了者の進路先内訳〈博士・博士後期課程〉

専攻名 修了者 大学院進学 就職希望者 就職者 その他 就職率
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修了要件
① 必修科目（グローバル・コミュニケーション・スキル）

22単位
（グローバル実践演習Ⅰ～Ⅳ、大学英語、英語購読演習中級、 英作
文演習中級、英語プレゼンテーション演習中級、グローカル・リ
ーダーシップ論I、グローバルSDGs概論）

② 選択必修科目（各1単位）
ヒューマニティ系 ヒューマニティ系SDGs演習
マネジメント系 マネジメント系SDGs演習
ライフサイエンス系 ライフサイエンス系SDGs演習
エンジニアリング系 エンジニアリング系SDGs演習
アソシエーション系 個と多様性

③ 選択科目（特定課題） 8単位
（科目リストから科目を選択し、統合型コースもしくは 特定課
題型コースのどちらかで履修を行うこと）

④ 海外渡航（大学入学以降、最低一回の海外渡航を必要とする）
13

COIL型教育を活用した太平洋島嶼地域の持続的発展に
資するグローバルリーダーの育成

↓
COILを活用した持続的グローカル・イノベーション人材育
成プロジェクト

・太平洋島嶼地域の持続的発展に向けた教育研究連携
→創造的かつ実現可能な企画力

・COILを通じた質保証の国際通用性向上
→質保証枠組の共有による教育の独自性

14

13

14
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Hult Prize

・国際協働

・持続的開発(SDGs)

・リーダーシップ

21

Seminar on Glocal Innovation
グローカルイノベーション演習

22

21

22
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14

国内の横連携

・南山大学 企業との連携

・札幌学院大学 境界地域の課題

・OIST 最先端科学知識

27

質保証枠組みの共有

協働学習支援システム

28

27

28
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19

COILを活用した持続的グローカル・イノベーション人材育
成プロジェクト

・創造的かつ実現可能な企画力

・質保証枠組の共有による教育の独自性

37

大学の国際化促進フォーラム

COILを活用した持続的グローカル・イノベーション人材育成プロジェクト

～SDGsへの貢献から実現へ～

琉球大学

38

37

38
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（日本語訳） 

Urgent need to strengthen school health in Asia and the Pacific 

Islands 

アジア太平洋島嶼部における学校保健の強化の必要性 

 

 

小林潤 1,2 、竹内理恵 1,2,3 、當山裕子 4 、Ernesto R. Gregorio, Jr.5 、Hamsu 

Kadriyan6 、Crystal Amiel M. Estrada5 、本村真 7 、和氣則江 4 、山田恭子 8、

石川隆士 9、高倉実 10 
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5 フィリピン大学マニラ校公衆衛生学部、625 Pedro Gil St, Ermita, Manila, 1000 

Metro Manila, Philippines 

6 Faculty of Medicine, Mataram University, Jl. Majapahit No.62, Gomong, Kec.Kota 

Mataram, Nusa Tenggara Bar.83115, Indonesia 
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10 琉球大学大学院保健学研究科 〒903-0215 沖縄県中頭郡西原町字上原 207番地 

 

英語論文ＵＲＬ：https://doi.org/10.1111/ped.14921 
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ABSTRACT（要約） 

アジア・太平洋島嶼地域では、2021年にコロナウイルス感染症（COVID-19）の

パンデミックが継続することにより実施される可能性のある学校閉鎖によるリ

スクの影響に対処するため、学校保健活動・対策の強化が緊急に推奨されてい

る。これらの地域では、2020年の COVID-19の発生率が比較的低かったため、

多くの国で学校閉鎖の長期化を回避することができた。しかし、今後、ワクチ

ン接種が拡大し、パンデミックが終息傾向にあったとしても、SARS-CoV-2の変

異株が子どもたちの間で広がるリスクも高まり、再び学校閉鎖を余儀なくされ

る可能性も高くなるだろう。 

 

 

学校閉鎖を最小限に抑えた経験 

東アジア、東南アジア、太平洋島嶼地域の多くの国では、コロナウイルス感染

症（COVID-19）のパンデミックにおいても、学校を閉鎖しなかったか、閉鎖し

てもごく短期間であった。例えば日本では、2020年のパンデミックの第 1波で

は学校を閉鎖したが、7月以降の第 2波や 2020年末の第 3波では閉鎖しなかっ

た。学校を閉鎖しなくても感染率が低く抑えられたのは、子どもたちがウイル

スの主な保菌者ではなかったためと考えられるが、これらの地域では長年にわ

たる学校保健能力の強化に続き、学校での感染対策が有効に機能した結果でも

あると考えられる。人口 100万人の沖縄県では、2020年に報告された COVID-

19のクラスター数は 86 であったが、教育機関で発生したクラスターは 5にと

どまり 1、推定感染源のわずか 3.5％が学校や保育所であった。2 日本の文部科

学省の報告によると、COVID-19に感染した子どものうち、小学生の 79％、中

学生の 63％が家族から感染したと推定されたのに対し、学校で感染したと推定
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された子どもはそれぞれ 4％、8％であった。このパターンは高校生には見られ

ず、主な推定感染源は、学校（25％）、家族（33％）、感染源不明（34％）であ

った。3 

太平洋諸島のほとんどの国では、パンデミックの初期に 2～4週間学校を閉

鎖し、その後再開している。国連児童基金（UNICEF）のデータによると、2020

年 3月 11日から 2021 年 2月 2日の間に、ナウルとトケラウでは休校日がな

く、マーシャル諸島とニウエでは 5～6日、ツバル、トンガ、バヌアツ、キリ

バス、クック諸島、シンガポール、ソロモン諸島、サモアでは 11～21日、パ

プアニューギニア（PNG）では 30日の休校となった。4 例えば、PNGでは 2020

年 4月 6日から学校閉鎖が始まり、政府は 2020年 5月 4日に学校を再開した

5。一方、台湾では政府が冬期休暇をさらに 2週間延長することを決定しまし

た。6 

学校での COVID-19 予防については、台湾やマーシャル諸島、ミクロネシ

ア、サモア、ソロモン諸島などの太平洋島嶼国では、衛生・衛生対策、ソーシ

ャルディスタンスの取り方、換気などの対策を宣言・計画・実施しているが 7-

12、PNGでは衛生・衛生対策を実施するためのリソース不足が指摘されている。

5 台湾では、生徒が COVID-19に感染した場合の学校閉鎖の条件を定めている

13。台湾の教育省は COVID-19に特化したウェブサイトを開設しており、その中

で子どもたちのメンタルヘルスについて言及している。14 同様に、日本の文部

科学省が発行した「学校における COVID-19予防対策マニュアル」でも、教師

と子どものメンタルヘルスへの配慮の必要性が述べられている。15 しかし、教

師と子供、どちらに対するメンタルヘルスのニーズにも対応できるような具体

的な内容は記載されていない。 
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学校閉鎖の影響 

学校閉鎖は、感染症を封じ込めるための効率的な方法であり、日本では学校保

健安全法第 20条に規定されている。インフルエンザが局所的に発生した場

合、短期間の学校閉鎖でウイルスの拡散を効果的に抑制することができる。16 

1918年のスペイン風邪のパンデミックでは、早期かつ十分な長期の学校閉鎖と

死亡率の低下との間に相関関係があると推定されている。17 その後、多くの国

で全国規模の学校閉鎖は実施されていない。現在の COVID-19パンデミックで

は、学校閉鎖は多くのヨーロッパ諸国や米国で取られた積極的な対策の一つで

あった。 

しかし、学校閉鎖は、COVID-19の拡散を抑制する上で、プラスの効果より

もマイナスの効果の方が大きかった。閉鎖期間が短かったにもかかわらず、健

康行動やメンタルヘルス状態を健康として検証したレビュー論文がいくつか急

速に発表されている。これらの研究では、学校閉鎖を含む COVID-19の制限

が、若年層の健康に悪影響を及ぼしていることが明らかになった。18-21 個別の

研究に焦点を当ててみると、米国の研究では、学校閉鎖期間中の 5～13 歳の子

どもたちの間で、座りがちな行動が増加し、身体活動が減少したことが報告さ

れている。学童は 1日あたり、学校関連の座位行動を約 90分、レジャー関連

の座位行動を 8時間以上行っていました。22 その結果、子どもたちの過体重の

割合が増加し 23、一方で、学校の給食に頼っている子どもたちは栄養不足に陥

る可能性が指摘されている。24 さらに中国のある研究では、2020年の小学生の

近視の有病率は、COVID-19の流行前よりも高くなっていると報告されている。

これは、屋外での活動が減少し、家庭でのコンピュータ画面の使用時間が増加

したためと考えられる。25 中国の他の研究では、学齢期の子どもの行動上の問

題の有病率が増加し 26 、不安、抑うつ、ストレスが最も多く見られる症状であ
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ることが示された。27 さらに、ノルウェーの思春期の青年たちの生活満足度

は、COVID-19パンデミック以前に比べて低下していることが報告されている。

28 米国では、学校閉鎖が大学生に与える悪影響も報告されてる。大学生のアル

コール消費量は時間の経過とともに増加し、うつ病や不安を抱える学生は他の

学生に比べてアルコール消費量が増加したのである。29 日本では、学校閉鎖が

自殺に及ぼす悪影響が懸念されたが、学校閉鎖期間中の児童・生徒の自殺率は

変化せず 30，むしろ学校再開後に自殺者が増加しているように見えた（図 1）。

さらに、学校閉鎖群と学校再開群で生徒のメンタルヘルスを比較した研究で

は、学校閉鎖群では睡眠リズム、食習慣、身体活動が悪化していたが、一方

で、家族と過ごす時間や睡眠時間は、学校閉鎖グループの方が長くなった。31 

学校閉鎖時には、児童福祉に関するその他の問題も観察された。米国で

は、学校閉鎖期間中に子どもの虐待の報告件数が減少したが、これは通常、虐

待の申し立てを報告する学校関係者と子どもとの交流がなくなったためである

と推測されている。32 日本でも学校閉鎖中に親のストレスが増加することが報

告されている。33 

 

SARS-CoV-2の変異株の拡散に対処する必要がある 

現在、SARS-CoV-2変異株が地域に流入しているため、学校での対応がより困難

になると考えられる。2020年 12月に英国で初めて報告され、現在アジア諸国

で流通している SARS-CoV-2 VOC202012/01 B.1.1.7変異株は、より感染しやす

いことが報告されている。34 2021年 5月、日本の東京・大阪の大都市圏で発生

した陽性例の 8割以上が、この変異株への感染によるものであった。さらに、

日本では若い年齢層での感染や重症化が報告されており 35、小学校から大学ま

で、感染拡大が懸念されている。また、インドにおいて急速な感染拡大と死亡
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者数を急増させる原因となった二重変異株が、2020年 5月に、日本、オースト

ラリア、マレーシアでも確認された。36インドではこの変異株が全土に拡散し

ており、若者の間で感染と死亡が増加しているのではないかと言われている。

37 この変異株の病原性の変化は確認されているが、感染力が増していることが

想定されており、アジア太平洋島嶼地域の国々は厳重な警戒が必要である。 

アジア太平洋の島々では、学校保健活動による感染症対策と休校時の悪影

響への対応を早急に強化する必要がある。日本、台湾、インドネシアが休校を

回避または限定的にできたのは、単に子どもたちの感染が少なかったからでは

なく、学校保健活動の強化が効果的だったからである。日本では、教育部門が

行動指針を作成し、手洗いや給食時の感染症対策を徹底した。 

沖縄では、2021年 5月上旬以降、子どもの感染が増加し、学校閉鎖に至る

事態が発生している。日本では、このような状況への対応策として、厚生労働

省が専門家会議に依頼し、接種対象を 16歳以上から 12歳以上に変更すること

を検討している。38 これは、現在日本で使用されている一次ワクチンであるフ

ァイザー・バイオンテック社製のワクチン 39の安全性を根拠に挙げられてい

る。アジア・太平洋諸島では、ワクチン接種の安全性や子どもの副作用の発生

率などのエビデンスを確認した上で、接種対象年齢の引き下げを検討する必要

があるかもしれない。 

今後の変異株の流入・拡散を考えると、子どもたちへの予防接種を拡大す

るだけでなく、こうした活動を継続的に強化し、さらに学校閉鎖の影響にも対

応していく必要がある。また、遠隔教育の活用に伴い、インターネット中毒な

どの予期せぬ影響にも対処する必要がある。また、子どもへの暴力を防止する

ために、社会福祉分野との連携を強化することも提案する。旅行に関しては、

日本、台湾、インドネシア、フィリピン、グアムと異なり、太平洋島嶼国であ
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図 1 . 2018-2020 年の月別の学生（小学校、中学校、高校、大学）の自殺者数 

厚生労働省のデータ使用。オレンジ色の点線の間の期間は、2020 年の COVID-

19 パンデミックによる休校期間（2020 年 3 月～5 月）を示す  

 



アジア・太平洋地域における学校保健の緊急強化の必要性について言及した 

論文が国際学術誌に掲載 

この研究成果と形成された国内外のネットワークを利用した 

「文部科学省：日本型教育の海外展開（ EDU Port ニッポン）公衆衛生教育等

の海外展開に関する調査研究」プロジェクトに採択 

 
 

アジア・太平洋地域における学校保健の緊急強化の必要性について言及した論文が日本

小児科学会の国際誌である Pediatrics International に掲載されました。これは昨年度に琉

球大学が開始したポストコロナ社会実現研究プロジェクトにおいて採択された「太平洋島

嶼における健康・安全な社会・学校づくりに関する研究」による成果の第一報です。沖縄に

は新型コロナ感染症パンデミックの波に昨年からすでに 4 回押し寄せてきましたが、それ

を保健医療社会ともなんとか持ちこたえて来ています。それはなぜなのか、保健・医療・福

祉・教育・観光といった多面的な面から分析をしてきました。現在 4 つの知見をあぶりだそ

うとしていますが、本論文はその一つです。これらの知見は今後の沖縄の施策だけでなく、

アジア・太平洋島嶼地域へ還元されるものです。 
この論文はすでにＷＰＲＯ（ＷＨＯ西太平洋地域事務所）にも送っています。研究代表者

の小林はＷＰＲＯが 8 月に開催予定の思春期保健に関する国際会議のアドバイザーとして

登録されており、この論文を基に提言を行うことを考えています。 
 

********************************************************************** 
”Urgent need to strengthen school health in Asia and the Pacific Islands" 
 「アジア・太平洋島嶼地域における学校保健の緊急強化の必要性」 
要約（日本語訳）アジア・太平洋島嶼地域では、2021 年にコロナウイルス感染症 2019
（COVID-19）のパンデミックが継続することにより、学校閉鎖の可能性が高まるリスクの

影響に対処するため、学校保健活動・対策の強化が緊急に必要と言えます。これらの地域で

は、2020 年の COVID-19 の発生率が比較的低かったため、多くの国で学校閉鎖の長期化を

回避することができました。日本では、2020 年初めのパンデミックの第 1 波では学校を閉

鎖しましたが、7 月以降の第 2 波や 2020 年末の第 3 波では閉鎖しませんでした。学校を閉

鎖しなくても感染率が低く抑えられたのは、子どもたちがウイルスの主な保菌者ではなか

ったことに加え、これらの地域では長年にわたる学校保健能力の強化に伴い、学校での感染

管理が有効に機能していたためと考えられます。人口 100 万人の沖縄県では、2020 年に報

告された COVID-19 のクラスター数は 86 でしたが、教育機関で発生したクラスターは 5 つ

だけで、推定感染源の 3.5%だけが学校や保育所に位置していました。 
今後、ワクチン接種が拡大し、パンデミックが終息傾向にあったとしても、SARS-CoV-2

の変異株が子どもたちの間で広がるリスクも高まり、再び学校閉鎖を余儀なくされる可能



性も高くなる可能性もあります。学校閉鎖は子供達に色々な悪影響を与えることが報告さ

れており、最小限にしないとなりません。そのためには学校保健の強化が必要です。 
 

 

図：2018～2020 年の月別の学生（小学校、中学校、高校 367、大学）の自殺者数、日本の

厚生労働省のデータ。青線：2018 年、緑線：2019 年、オレンジ線：2020 年。オレンジの

点線の間の期間は、2020 年の COVID-19 パンデミックによる休校期間（2020 年 3 月～5
月）を示す 
 
学校閉鎖は、過度なインターネットへの依存等の子供達のメンタルヘルス、運動不足や適切

な食事がとれないことからの栄養の問題が世界的にも報告されています。日本でも学校閉

鎖による自殺への悪影響が懸念されました。しかし，学校閉鎖期間中の児童・生徒の自殺率

は変化せず，むしろ学校再開後に自殺者が増加していることを示しています（図 1）。さら

に、学校閉鎖群と学校再開群で生徒のメンタルヘルスを比較した研究では、睡眠リズム、食

習慣、身体活動が学校閉鎖群で悪化しており、これらが長期的に影響したことも推測されま

す。 
 
以下論文の情報 
Urgent need to strengthen school health in Asia and the Pacific Islands 
Jun Kobayashi, Rie Takeuchi, Yuko Toyama, Ernesto R. Gregorio Jr., Hamsu Kadriyan, 
Crystal Amiel M. Estrada, Makoto Motomura, Norie Wake, Kyoko Yamada, Ryuji 
Ishikawa, Minoru Takakura （下線は琉球大学内研究者） 
Pediatrics International 2021 First published: 14 July 2021 



https://doi.org/10.1111/ped.14921 

 
この研究で導きだされた知見と形成されたネットワークを利用して、さらにアジア・太平洋

島嶼地域の学校保健普及に貢献するための施策を導きだすために、「文部科学省：日本型教

育の海外展開（ EDU Port ニッポン）公衆衛生教育等の海外展開に関する調査研究」に申

請してきましたが、6 月に採択通知を受けました。「太平洋島嶼における健康・安全な社会・

学校づくりに関する研究」はこの資金を受けてさらにアジア・太平洋島嶼地域の学校保健の

政策と現状を分析し、国際的展開を強化する予定です。 
 
7 月 19 日 小林潤 記 
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「琉球大学×オクマプライベートビーチ＆リゾート」 コラボレーション企画について 

 

国際地域創造学部観光地域デサインプログラム 平野典男 

 

 この度、本学学生が企画したホテル滞在プランが、沖縄県国頭村にあるリゾートホテル、オクマプラ

イベートビーチ＆リゾート（以下、オクマ）で商品化されることとなりました。 

プラン名称は「琉大×オクマの『Relax Villa』～お二人だけのプライベートな空間でリフレッシュす

るお時間を～」で、販売期間は本年 8 月 1 日から来年 3 月 31日迄、販売価格は 2 名 1室 1 名あたり 25,750

円～61,375円/朝食込・税込を予定しています。 

本滞在プランは、観光産業科学部観光科学科と国際地域創造学部観光地域デザインプログラムの観光

産業論研究室（平野典男ゼミ）4 年次学生が、オクマの「ガーデンヴィラ」という客室に新たな付加価値

を加えることを目的として商品化に取り組んできたものです。 

オクマには 4 タイプの客室がありますが、ガーデンヴィラはプライベート感あふれる戸建てタイプの

客室で、ゆったりとした室内と広いラナイが人気の部屋となっています。しかし近年は経年化が課題と

なっていたため、昨年 1 月にフルリノベーションが行われました。オクマでは、このリノベーションを

契機として、販売戦略上のポジショニングを変え、オクマの中でも最高級グレードの客室として位置付

け、より高い付加価値をつけて高稼働、高単価で増収を図ることを経営課題としてきました。 

学生達は、安全・安心な旅行、三密回避、自然が多い地域への旅行ニーズの高まり等、コロナ禍にお

ける旅行者の意識の変化に注目し、オクマの豊かな自然と戸建ての新ガーデンヴィラで、二人だけでゆ

ったりリラックス過ごす宿泊プランを提案できれば、自粛疲れの旅行者のニーズも満たせると考え、こ

のたびの宿泊プランの提案を行っています。 

宿泊プランは、快眠に繋がるアメニティの充実、紅型パジャマの準備、アロマ石鹸づくりキットの提

供の 3 点が大きなポイントとなっています。快眠グッズには、国頭村産のからぎ茶のティーパック、入

浴剤、ホットアイマスク、快眠サポートプランを記したリーフレットを用意しています。紅型パジャマ

は、学生オリジナルデザインで今回の企画のために特別に製作した沖縄らしい仕上がりとなっています。

また、お客様オリジナルのアロマ石鹸は香りの癒しや旅の思い出にしていただくものとなっています。 

学生達は、今回企画立案にとどまらず、商品化に向けて、アメニティグッズやアロマ石鹸キットの選

定、リーフレット作成、紅型パジャマの製作にも主体的に取り組んできました。これらの取り組みは、

アクティブラーニングが目的とする「認知的、倫理的、社会的能力、教養、知識、経験を含めた汎用的

能力の養成」を促すことになりました。また、今回このような機会をオクマ様から頂けたことは、コロ

ナ禍で交友関係が狭まり、学外活動も制限されがちな学生達にとって、学生同士や社会人とのコミュニ

ケーションを増やすとともに知識を実践に活かすまたとない機会になりました。また、自ら考えた企画

が具体的な商品となって販売されることは、まもなく社会人となる 4 年次学生にとって大きな自信に繋

がりました。  

 

 

 



 

 

【これまでの経緯】 

 2020.7  オクマにてゼミ合宿。オクマ主催のホテルセミナーを受講。総支配人およびセールス＆ 
マーケティング部長より新ガーデンヴィラに関する販売戦略を学ぶ。 
ガーデンヴィラに試泊。 

 2020.10  後学期開始。地域国際実践力演習Ⅱで、宿泊プランの作成を演習テーマとしてグループ 
ワークを開始。 

 2021.2  オクマおよびハイアットリージェンシー那覇沖縄※にて学生が宿泊プランのプレゼン 
テーションを実施。 

      ※ ハイアットリージェンシー那覇沖縄の総支配人がオクマの社長を兼任。 
 2021.3  商品化決定 
 2021.5  紅型パジャマの試作品完成 
 2021.6  快眠サポートガイドブック（リーフレット）作成 
 2021.7  アロマ石鹸づくりの説明書作成 
 2021.8  販売開始（予定） 
 
 
【本企画および商品化に関わった学生】 
観光産業科学部観光科学科 4 年：石原春花、高江洲義樹、生盛舞花  

国際地域創造学部 観光地域デザインプログラム 4 年：立道佳奈、仲宗根美月、山城美優、上原由姫子、 

小橋川朋愛、玉城茶美、小西未来、仲宗根満翔、外間昂汰、上条めいや 

 

【問合せ先】 琉球大学国際地域創造学部観光地域デサインプログラム  平野典男 
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オクマ プライベートビーチ ＆ リゾート × 琉球大学 コラボレーションルーム 

1日 1室限定 「 Relax Villa 」  販売開始 

 

 

 

 

 

 

 

 オクマ プライベートビーチ ＆ リゾート（沖縄県国頭郡国頭村字奥間 913 総支配人：中野一良）は、 

琉球大学 国際地域創造学部  観光産業科学部 観光産業論ゼミ（沖縄県中頭郡西原町 学長：西田睦）と 

コラボレーションしたコンセプトルーム 「Relax Villa」 ～ お二人だけのプライベートな空間でリフレッシュす

るお時間を ～ の販売を 2021年 8月 1日（日）より開始いたします。 

～ お二人だけのプライベートな空間でリフレッシュするお時間を ～  

 

お二人だけのプライベートな空間でリフレッシュするお時間を  

 

本企画は、琉球大学の現役大学生の方々が、当ホテルの戸建てタイプの客室「ガーデンヴィラ」について、新たな

付加価値サービスとして提案してくださったアイデアをコラボレーション企画として実現したものです。現役の琉球大学

大学生が、コロナ禍における旅行者のニーズや当ホテルの客室「ガーデンヴィラ」の優位性を分析し、行動制限が増

えている中でも、心身ともにリラックスして過ごすことができるコンセプトルームを考案しました。学生ならではの視点と

発想は、本企画独自のアメニティや快眠をサポートするグッズ、部屋での過ごし方をご提案するリーフレットなどの細部

に活かされています。当ホテルでは、学生の方々のアイデアを全面的にバックアップし、産学連携企画としてコラボレ

ーションルームを販売してまいります。 

今回のコラボレーション企画の経緯 

コラボレーションルーム「Relax Villa」について 

 コラボレーションルーム「Relax Villa」のコンセプトは、寛ぎと快眠です。戸建てタイプでプライベートガーデンとラナ

イを完備している客室（ガーデンヴィラ）の特徴を活かし、コロナ禍においてもリラックスして過ごすことができるプラン

を考案しました。客室では、開放感あるラナイで石鹸作り体験を楽しんだり、リラックス効果の高い地元国頭村産の 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国頭村のオキナワニッケイ（シナモンの仲間）の木の葉から作られる、爽

やかな味と香りが特徴的な、他県では味わえないお茶です。味わいは、ま

さしくシナモン。 リラックス効果、鎮静効果があり、寛ぎのひとときにぴった

りのお茶です。 

広くて開放的なプライベート空間「ラナイ」で、大人の創作欲を満たす石

鹸作り体験をお楽しみください。当ホテルオリジナルアロマオイル“Sweet 

Bougain”を使用して作る、世界にひとつだけのオリジナル石鹸。旅先での

クリエイティブな創作活動は、想像以上のリラックス効果をもたらします。 

 沖縄の美しい海から作られる海塩と、色や香りまで天然由来成分のみ

によってブレンドされた、自然派入浴剤で寛ぎのバスタイムを。沖縄特産

のシークワーサー果皮の清々しい香りが、至福のバスタイムを演出いたし

ます。 

■手作り石鹸キット（リラックス） 

 

■入浴剤（疲労回復） 

 

からぎ茶でティータイムを楽しみながらお寛ぎいただきます。夜には、沖縄の美しい海から作られた海塩と色も香り

も天然由来成分でブレンドされた特別な入浴剤で疲労を回復させ、入浴のあとは沖縄らしさを堪能できる紅型パ

ジャマでリラックスしてお過ごしいただきます。就寝時は、質の良い睡眠をもたらすラベンダーの香りのホットアイマ

スクで心地よい睡眠へ誘います。 

特徴 1. 戸建てタイプの客室「ガーデンヴィラ」を起用 

 
本企画で使用する客室「ガーデンヴィラ」は、1978 年の開業当

時から大切に受け継いできた当ホテルを象徴する戸建てタイプ

の客室です。2020年 4月にフルリノベーションし、快適でスタイリ

ッシュな客室に生まれ変わりました。全室にプライベートガーデン

とラナイ（屋根付きの屋外スペース）を完備しており、プライベー

ト感とリゾート感を兼ね備えた別荘のような寛ぎを感じられる客

室です。室内の広さは 48平米とゆったりと寛げる広さを確保し、

プライベートガーデンのラナイの広さも 15 平米ございます。ラナ

イに配置している 1800サイズの大きいテーブルでは、ティータイ

ムや歓談を楽しむ事もでき、誰にも邪魔されないプライベートな

お時間をお過ごしいただけます。 

特徴 2.寛ぎと快眠を叶える 5 つのアイテム 

■からぎ茶（お出迎え） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【当リリースに関する報道関係者からのお問い合わせ先】 

オクマ プライベートビーチ ＆ リゾート  

マーケティングセクション  担当／湯浅、北條  

  
   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プラン名  ： 「Relax Villa」 ～ お二人だけのプライベートな空間でリフレッシュするお時間を ～  

販売期間 ： 2021年 8月１日（日）～2022年 3月 31日（木） 

宿泊料金 ： 2名 1室 1名あたり 25,750円～61,375円 / 朝食込・税込 

特典    ： 国頭村産からぎ茶付、手作り石鹸キット付、美ら海バスソルト（入浴剤）付、ホットアイマスク付、 

         オリジナル紅型ルームウエアを客室にセット 

リラックスして眠りにつくことができる、ホットアイマスクをご

用意。リラックス効果が高く、安眠作用もあるラベンダーの香りで、

目元をあたたかく包み込み、日常の疲れを癒す安眠へと誘います。 

 

「オクマ プライベートビーチ ＆ リゾート」について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

沖縄本島最北の村・国頭村の西海岸に位置する全室コテージ＆ヴィラタイプのプライベートリゾート。約 10 万平米の広大な敷地を

持ち、背には世界自然遺産登録を目指す国内最大級の亜熱帯の森、目の前には 1キロメートルの白砂の天然ビーチが広がる自然美

溢れるロケーション。大自然に抱かれながら、都会の喧騒を忘れ、ゆったりとした至福のひと時をお過ごしいただけます。 

〒905-1412 沖縄県国頭郡国頭村字奥間 913 ／客室数 184室  https://okumaresort.com 

 本プランでは、沖縄旅行の高揚感を高めるオリジナルのルームウエア

をご用意。沖縄らしさが感じられ、快適に着用でき、SNS 映えするように

という、現役大学生のアイデアを形にしたルームウエアです。生地選び

からデザイン、縫製会社選びに至るまで、学生さんのこだわりがつまった

ルームウエアです。 

■紅型パジャマ（沖縄らしさを堪能） 

 

■ラベンダーの香りのホットアイマスク（心地よい睡眠へ） 

宿泊プラン概要 









 

2020 年度日本保健物理学会 学会賞(学生研究優秀賞) 受賞の報告 

 

受賞者：仲宗根峻也（理工学研究科 博士後期課程 海洋環境学専攻） 

指導教員:古川雅英 教授 

 

【概要】 

 理工学研究科（博士後期課程 海洋環境学専攻）の仲宗根峻也氏が、2020 年度日本保

健物理学会 学会賞の学生研究優秀賞に選出され、2021 年 6 月 21 日（月）にオンライ

ン開催された日本保健物理学会・令和 3 年度企画シンポジウムで表彰された（図１）。

仲宗根氏は、学部 3年次後半から博士後期課程の現在まで、沖縄島をフィールドに、環

境水（特に湧水）中に存在するラドン（222Rn）やトリチウム（3H）などの天然放射性核

種の時間変動や濃度分布に関する研究に取り組んできた。今回の選考では、今年 1月に

International Journal of Environmental Research and Public Health (IF:2.849, 図２)に掲載さ

れた論文が高く評価された。 



 

 

図 1. 日本保健物理学会から贈呈さ

 

図 2. 評価の対象となった論文「沖縄島

における環境水中ラドン濃度の時間的・

空間的変動」 





 
学長のトップセールス（ハワイ沖縄連合会） 

 
「全体評価」の中では、主な特記事項として下記の取組が挙げられています。 
 
＜教育研究等の質の向上＞ 
○ 熱帯・亜熱帯生物圏フィールドでの研究の推進 
熱帯生物圏研究センターでは、公募による国内外からの共同研究事業を実施す

るとともに、全国共同利用・共同拠点形成経費や外国人招へい研究員事業によ

り、国内外の研究者を招へいし、熱帯・亜熱帯生物圏フィールドを活用した研

究を推進している。 
○ 目的別人材育成の実施 
県内企業、経済団体、高等教育機関、沖縄県、内閣府沖縄総合事務局等で構成

されている沖縄産学官協働人財育成円卓会議と連携し、地域・政策人材育成、

インクルーシブ教育推進人材の育成、高度専門職養成及び新たな人材育成の４

分野で 19 件の目的別人材育成プログラムを開発・実施している。 
 
＜業務運営・財務内容等＞ 
○ 組織の枠を超えた「首里城再興学術ネットワーク」の設立 
学内外の研究者が参加する「首里城再興学術ネットワーク」を設置し、シンポ

ジウムの開催、ポータルサイトの開設、現場視察と首里城関係者との意見交換

会を実施し、首里城の再興という地域課題解決のための研究ニーズ把握に努め

ている。 
 
その他に、「項目別評価」において、教育研究等については（優れた点）（特色

ある点）として下記の取組が評価されました。 
（優れた点） 
・グローバル化の促進 

（特色ある点） 
・アドバイザリースタッフの派遣 
・新型コロナウイルス感染症下の教育 
・ハラスメント再発防止プログラムの構築 
・学生相談室への大学院生の配置 



・高校生へのキャリア教育 
・水循環と水環境の改善に向けた研究の推進 
・首里城の再興への貢献 
・学長リーダーシッププロジェクトの展開 
・起業家育成の推進 
・次世代人材の育成 
・地域ニーズに応えた学習機会の提供 
・COIL 型教育を通じた海外との連携強化 
・寄附金を活用した人材育成 
・国際的な学術連携の推進 

 
以上の評価結果は、沖縄県唯一の総合大学として地域社会と連携し、豊かな

未来社会の実現のために様々な取組を実施してきた成果だと受け止めておりま

す。 

 今後とも本学の“Land Grant University”の精神と、真理の探究、地域・国際

社会への貢献、平和・共生の追求という基本理念の下、地域との共生・協働に

よって、「地域とともに豊かな未来社会をデザインする大学」を目指すととも

に、大学の強みを発揮し、新しい学術領域である熱帯島嶼・海洋・医学研究の

国際的な拠点として「アジア・太平洋地域の卓越した教育研究拠点となる大

学」を目指していきたいと考えていますので、みなさまの一層のご理解ご支援

をよろしくお願い申し上げます。 

 
※1 現在は、第３期中期目標期間（平成 28 年度～令和３年度）であり、4 年目（令和元年

度）までの 4 年間の業務の実績に関する評価が行われることになっています。 

 
※2 評定区分（６段階） 

中期目標の達成に向けて特筆すべき進捗状況にある 

中期目標の達成に向けて計画以上の進捗状況にある 

中期目標の達成に向けて順調に進んでいる 

中期目標の達成に向けておおむね順調に進んでいる 

中期目標の達成のためには遅れている 

中期目標の達成のためには重要な改善事項がある 
 
【参考】 
国立大学法人・大学共同利用機関法人の第３期中期目標期間（４年目終了時）

の業務の実績に関する評価結果 
国立大学法人琉球大学の第３期中期目標期間（４年目終了時評価）に係る業務

の実績に関する評価結果 
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第３期中期目標期間（４年目終了時評価）に係る業務の実績に関する評価結果 
国立大学法人琉球大学 

 

１ 全体評価 
 
琉球大学は、“Land Grant University”の精神と、真理の探究、地域・国際社会への貢献、

平和・共生の追求という基本理念の下、地域との共生・協働によって、「地域とともに豊か

な未来社会をデザインする大学」を目指すとともに、大学の強みを発揮し、新しい学術領

域であるTropical Marine, Medical, and Island Sciences (TIMES：熱帯島嶼・海洋・医学研究）

の国際的な拠点として「アジア・太平洋地域の卓越した教育研究拠点となる大学」を目指

している。第３期中期目標期間においては、地域活性化の中核的拠点となるべく社会変革

にしなやかに対応できるイノベーティブな大学としての歩みを加速し、異なるものとの協

働により、創造活動を生み出し続けるキャンパスの創出等を目標としている。 
 中期目標期間の業務実績の状況及び主な特記事項については以下のとおりである。 

 
（教育研究等の質の向上） 

熱帯生物圏研究センターでは、公募による国内外からの共同研究事業を実施するととも

に、全国共同利用・共同拠点形成分経費や外国人招へい研究員事業により、国内外の研究

者を招へいし、熱帯・亜熱帯生物圏フィールドを活用した研究を推進している。また、県

内企業、経済団体、高等教育機関、沖縄県、内閣府沖縄総合事務局等で構成されている沖

縄産学官協働人財育成円卓会議と連携し、地域・政策人材育成、インクルーシブ教育推進

人材の育成、高度専門職養成及び新たな人材育成の４分野で19件の目的別人材育成プログ

ラムを開発・実施している。 
（業務運営・財務内容等） 

「琉球大学基金造成計画」に基づき、琉球大学基金のリーフレット（和文、英文）作成

及び基金ウェブサイトの充実等の取組を行うとともに、秘書・広報との連携に資するため

企画調整役（課長級）の配置、学長のトップセールス等による広報活動を強化した結果、

海外の沖縄県系人等多様なステークホルダーからの寄附獲得につながっている。沖縄県に

おける子供の貧困対策として、シングルマザーの雇用・実務技能訓練機会の創出を通じて、

母子家庭を支援することを目的に結転生（ゆいまーる）基金を全国大学初の取組として創

設し、平成 30 年４月から附属病院の医療支援スタッフとして２名の採用を決定している。

また、学内外の研究者が参加する「首里城再興学術ネットワーク」を設置し、シンポジウ

ムの開催、ポータルサイトの開設、現場視察と首里城関係者との意見交換会を実施し、首

里城の再興という地域課題解決のための研究ニーズ把握に努めている。 

特筆 計画以上の進捗 順調 おおむね順調 遅れ 重大な改善

教育研究

教育 ○

研究 ○

社会連携 ○

その他 ○

○

○

○

○

業務運営

財務内容

自己点検評価

その他業務
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1-1-1（小項目） 

【判定】中期目標の達成に向けて進捗している 

（判断理由） 中期計画の判定が全て「中期計画を実施している」以上であり、かつ中

期計画の実施により、小項目の達成が見込まれる。 
 
 
1-2教育の実施体制等に関する目標（中項目） 

【評価結果】中期目標の達成に向けて順調に進んでいる 

（判断理由） 「教育の実施体制等に関する目標」に係る中期目標（小項目）が１項目

であり、当該小項目が「進捗している」であることから、これらを総合的

に判断した。 
 

1-2-1（小項目） 

【判定】中期目標の達成に向けて進捗している 

（判断理由） 中期計画の判定が全て「中期計画を実施している」以上であり、かつ中

期計画の実施により、小項目の達成が見込まれる。 
 
＜特記すべき点＞ 

（特色ある点） 

○ アドバイザリースタッフの派遣 

アドバイザリースタッフ派遣事業において、特に教育の支援が行き届きにくい沖縄県

の離島やへき地等の地域に教員を、学校現場での授業づくり・カリキュラム開発等の講

師役として派遣している。それにより、学校現場での授業づくり、カリキュラムの開発、

校内研修の指導助言等に参加する教員の割合を平成28年度から令和元年度までに38.5％
から56.7％とし、各学校等の教育活動を支援することで得られた知見を大学の授業に反

映させ、教員の学校教育教員養成機能を高めている。(中期計画1-2-1-3) 
○ 新型コロナウイルス感染症下の教育 

新型コロナウイルス感染症による影響下においても、学生の学習機会を確保するため、

LMS（Learning Management System）を活用した授業のオンデマンド配信及び遠隔授業（双

方向、ハイブリッド型含む）の実施、ノートPCやWi-Fiルーターの無償貸与、Wi-Fiのア

クセスポイントが設置されている教室の開放等の取組を行っている。 
 
1-3学生への支援に関する目標（中項目） 

【評価結果】中期目標の達成に向けて順調に進んでいる 

（判断理由） 「学生支援に関する目標」に係る中期目標（小項目）が１項目であり、

当該小項目が「進捗している」であることから、これらを総合的に判断し

た。 
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1-3-1（小項目） 

【判定】中期目標の達成に向けて進捗している 

（判断理由） 中期計画の判定が全て「中期計画を実施している」以上であり、かつ中

期計画の実施により、小項目の達成が見込まれる。 
 
＜特記すべき点＞ 

（特色ある点） 

○ ハラスメント再発防止プログラムの構築 
ハラスメント問題に特化した独立の相談機関であるハラスメント相談支援センターを

設立し、平成29年度には琉球大学独自のプログラムとして、心理学的理論に法的な側面

からのアプローチを加味したマインドフルネスに基づくハラスメント再発防止プログラ

ム（MHUR）を構築し、学生や教職員のハラスメントへの理解や認知度の向上に努めてい

る。(中期計画1-3-1-1) 

 
○ 学生相談室への大学院生の配置 

平成23年度から学生相談室窓口に臨床心理学を専攻する大学院生を配置するOn the 
Job Training（OJT）事業を実施し、平成28年度からは、全学の大学院生から希望者を募

り、室長による業務に関する基本的な知識の習得のための研修を実施した上で、実務を

通して大学院生の対人援助資質の向上を図る仕組みを構築している。仕組み(中期計画1-
3-1-1) 

 
1-4入学者選抜に関する目標（中項目） 

【評価結果】中期目標の達成に向けて順調に進んでいる 

（判断理由） 「入学者選抜に関する目標」に係る中期目標（小項目）が１項目であり、

当該小項目が「進捗している」であることから、これらを総合的に判断し

た。 
 
1-4-1（小項目） 

【評価結果】中期目標の達成に向けて進捗している 

（判断理由） 中期計画の判定が全て「中期計画を実施している」以上であり、かつ中

期計画の実施により、小項目の達成が見込まれる。 
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＜特記すべき点＞ 

（特色ある点） 

○ 高校生へのキャリア教育 

平成30年度から、大学の研究活動に高校生を参加させることで将来のキャリアを含め

た進路の指針を得させることを目的に、医学部及び工学部と連携して「琉大にぬふぁ星

講座」を企画・実施している。例えば、医学部では、県内高等学校の１、２年次を対象

とした体験授業を５日間実施し、医師・医学系研究者への志を育む機会を提供している。

また、工学部では、インターンシップ型体験授業を開催し、エンジニア等の特定の分野

を目指す高校生に講義や実験実習を体験させている。(中期計画1-4-1-1) 
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（Ⅱ）研究に関する目標                              

 

１．評価結果及び判断理由 

【評価結果】中期目標の達成に向けて計画以上の進捗状況にある 

（判断理由） 「研究に関する目標」に係る中期目標（中項目）２項目のうち、１項目が

「計画以上の進捗状況にある」、１項目が「順調に進んでいる」であり、こ

れらの結果に学部・研究科等の現況分析結果（研究）を加算・減算して総合

的に判断した。 

 
２．各中期目標の達成状況 

 

2-1研究水準及び研究の成果等に関する目標（中項目） 

【評価結果】中期目標の達成に向けて計画以上の進捗状況にある 

（判断理由） 「研究水準及び研究の成果等に関する目標」に係る中期目標（小項目）

１項目のうち、１項目が「優れた実績を上げている」であり、これらを総

合的に判断した。 
 

2-1-1（小項目） 

【評価結果】中期目標の達成に向けて進捗し、優れた実績を上げている 

（判断理由） 中期計画の判定が全て「中期計画を実施している」以上であり、かつ中

期計画の実施により、小項目の達成が見込まれる。また、特記事項を判断

要素とし、総合的に判断した結果、「熱帯・亜熱帯生物圏フィールドを活

用した研究の推進」が優れた点として認められるなど「優れた実績」が認

められる。 
 

＜特記すべき点＞ 

（優れた点） 

○ 熱帯・亜熱帯生物圏フィールドでの研究の推進 

熱帯生物圏研究センターでは、公募による国内外からの共同研究事業を実施するとと

もに、全国共同利用・共同拠点形成経費や外国人招へい研究員事業により、国内外の研

究者を招へいし、熱帯・亜熱帯生物圏フィールドを活用した研究を推進している。これ

により、査読付き欧文誌における論文の平均論文発表数は、第２期中期目標期間46.5編
から第３期中期目標期間66.3編と43.0％増加し、科研費の新規採択率の年平均は29.2％か

ら35.0％と、5.8ポイント増加するなど、研究が活性化している。（中期計画2-1-1-4） 
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（特色ある点） 

○ 水循環と水環境の改善に向けた研究の推進 

琉球大学の強み・特色のある研究（とんがり研究）の強化に向けて、研究経費を戦略

的に配分し、特に平成28年度に支援した水循環プロジェクトでは、自然科学や社会科学

系研究者、市町村の関連部署、一般財団法人や市民団体と連携しつつ、琉球島嶼の水循

環と水環境の改善に向けた超学際的研究を実施し、多様な主体との対話の場の創出、ア

クション・リサーチ、小学生向け実験教材・授業プログラムの開発及び政策への提言を

行っている。なお、平成30年度には、内閣官房水循環対策本部事務局主催の水循環シン

ポジウム2018において特別賞を受賞している。(中期計画2-1-1-3) 
○ 首里城の再興への貢献 

令和元年度に焼失した首里城の再興に学術的に貢献するため、首里城再興学術ネット

ワーク（仮称）を設立している。同ネットワークは、地域課題解決型の研究プロジェク

トに位置付けられ、令和元年度にシンポジウムを開催し（約100名参加）、学術面におけ

る首里城再興に向けた議論を行っている。このシンポジウム開催を契機として、ポータ

ルサイトの開設、現場視察と首里城関係者との意見交換会等を実施し、学内公募研究（首

里城再興研究プロジェクト：総額300万円）を含む研究プログラム実施に向けた制度を構

築している。(中期計画2-1-1-3) 
 
2-2研究実施体制等の整備に関する目標（中項目） 

【評価結果】中期目標の達成に向けて順調に進んでいる 

（判断理由） 「研究実施体制等に関する目標」に係る中期目標（小項目）が１項目で

あり、当該小項目が「進捗している」であることから、これらを総合的に

判断した。 
 

2-2-1（小項目） 

【評価結果】中期目標の達成に向けて進捗している 

（判断理由） 中期計画の判定が全て「中期計画を実施している」以上であり、かつ中

期計画の実施により、小項目の達成が見込まれる。 
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＜特記すべき点＞ 

（特色ある点） 

○ 学長リーダーシッププロジェクトの展開 

学長リーダーシッププロジェクトとして、文化多様性チームと機能強化プロジェクト

のゲノミクス解析支援チームで共同研究を実施している。PI（Principal Investigator）の言

語学のアプローチにゲノミクスの分子系統学及び数理統計学のアプローチを加える新た

な展開により、言語系統樹作成の手法を開発し、日本語の歴史、起源を探るうえで重要

な琉球語の609地点のデータを数値化し、琉球語内及び九州方言との歴史的系統関係を

探っている。また、生物多様性チーム、外来生物チームとサンゴ礁チームによる自然史

ビックデータの研究プロジェクトでは、平成30年度には国際シンポジウム・ワークショ

ップの開催が２件、国際学会における発表論文が19編、学術雑誌における原著論文の発

表数が12編となり、国際的な研究者を育成し、国際共同研究の実施につながっている。

(中期計画2-2-1-1) 
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（Ⅲ）社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究に関する目標                               

 

１．評価結果及び判断理由 

【評価結果】中期目標の達成に向けて計画以上の進捗状況にある 

（判断理由） 「社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究に関する目標」

に係る中期目標（小項目）２項目のうち、１項目が「優れた実績を上げてい

る」１項目が「進捗している」であり、これらを総合的に判断した。 

 

２．中期目標の達成状況 

 

3-1-1（小項目） 

【評価結果】中期目標の達成に向けて進捗し、優れた実績を上げている 

（判断理由） 中期計画の判定が全て「中期計画を実施している」以上であり、かつ中

期計画の実施により、小項目の達成が見込まれる。また、特記事項を判断

要素とし、総合的に判断した結果、「目的別人材育成の実施」が優れた点

として認められるなど「優れた実績」が認められる。 
 

＜特記すべき点＞ 

（優れた点） 

○ 目的別人材育成の実施 

県内企業、経済団体、高等教育機関、沖縄県、内閣府沖縄総合事務局等で構成されて

いる沖縄産学官協働人財育成円卓会議と連携し、地域・政策人材育成、インクルーシブ

教育推進人材の育成、高度専門職養成及び新たな人材育成の４分野で19件の目的別人材

育成プログラムを開発・実施している。例えば、地域・政策人材育成のプログラムにつ

いては、11科目中６科目が初級地域公共政策士の科目に認定されており、高度専門職養

成のプログラムについては、IoT機器セキュリティ認証制度に準ずるプログラム提供を行

っており、客観的に質保証されたプログラムを提供している。これにより延べ891名の人

材を育成し、政策に関する有資格者の輩出や、高度な知識・技術を持った人材育成を実

施している。(中期計画3-1-1-3) 
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（特色ある点） 

○ 起業家育成の推進 

県内大学や高等専門学校等が取り組む起業家育成の講義・研修の支援や、専門家を招

へいし起業家予備軍育成のための自主講座を実施している。また、講義だけではなく、

実践する場として、登録制のプロジェクトトライアルラボを設置し、登録している学生

等に対し、常駐コーディネーター等がアドバイスを行うなど、起業家マインドを有する

人材育成の場を提供している。平成28年度から令和元年度までに、県内大学等８校での

アントレプレナーシップに関する出前講座及び県内大学等３校においてアントレプレナ

ー人材育成講座の開設支援を実施している。平成28年度から令和元年度までに実施した

講座（出前講座・講座設置支援・自主講座）の回数は合計376回、参加延べ人数は6,670名
であり、これまでに９名の起業家を輩出（うち１社設立、１社新規事業創出を含む）し

ている。(中期計画3-1-1-2) 
○ 次世代人材の育成 

リカレント教育の一環として、将来の科学技術イノベーションを牽引する傑出した人

材の育成を目的とした琉大ハカセ塾（ジュニアドクター育成塾：平成29年度から令和３

年度）を実施している。また、将来、世界を舞台に活躍し、世界をリードする科学技術

人材の育成を目的とした琉大カガク院（グローバルサイエンスキャンパス：平成30年度

から令和３年度）を実施している。さらに、女子中高生を主対象に理科への興味・関心

を高めることを目的としたサイエンスプロジェクトfor琉球ガールズ（女子中高生の理系

進路選択支援プログラム：平成30年度から令和元年度）を実施しており、３つの次世代

人材育成事業がJSTに採択されている。(中期計画3-1-1-2) 
○ 地域ニーズに応えた学習機会の提供 

離島を含めた地域全体への学習機会の提供について、サテライトキャンパス等の学習

環境を整備し、公開講座や公開授業等を毎年100講座、80科目以上開設している。受講者

数についても毎年2,500名以上を維持し、地域のニーズに応えた学習機会の場を提供して

いる。また、平成21年度から、離島出身の学生が中心となり、高等教育に直接触れる環

境のない離島に赴き、現地の小中高生や保護者に対して大学で学ぶ意義やキャンパスラ

イフ等を伝える知のふるさと納税事業（地域人材育成プログラム）を実施し、第３期中

期目標期間中は、かつて本事業に離島住民として参加し琉球大学に進学した学生が、卒

業後、教諭として離島に赴任して本事業の受入れ側になるなど、教育人材の循環を生み

出し、人材の地元定着化に寄与している。(中期計画3-1-1-2) 
 

3-1-2（小項目） 

【評価結果】中期目標の達成に向けて進捗している 

（判断理由） 中期計画の判定が全て「中期計画を実施している」以上であり、かつ中

期計画の実施により、小項目の達成が見込まれる。 
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（Ⅳ）その他の目標                                

 

（１）その他の目標 

１．評価結果及び判断理由 

【評価結果】中期目標の達成に向けて計画以上の進捗状況にある 

（判断理由） 「その他の目標」に係る中期目標（中項目）が１項目であり、当該中項目

が「計画以上の進捗状況にある」であることから、これらを総合的に判断し

た。 

 

２．中期目標の達成状況 

 

4-1グローバル化に関する目標（中項目） 

【評価結果】中期目標の達成に向けて計画以上の進捗状況にある 

（判断理由） 「グローバル化に関する目標」に係る中期目標（小項目）２項目のうち、

１項目が「優れた実績を上げている」１項目が「進捗している」であり、

これらを総合的に判断した。 
 

4-1-1（小項目） 

【評価結果】中期目標の達成に向けて進捗し、優れた実績を上げている 

（判断理由） 中期計画の判定が全て「中期計画を実施している」以上であり、かつ中

期計画の実施により、小項目の達成が見込まれる。また、特記事項を判断

要素とし、総合的に判断した結果、「グローバル化の促進」が優れた点と

して認められるなど「優れた実績」が認められる。 
 

＜特記すべき点＞ 

（優れた点） 

○ グローバル化の促進 

外国人留学生の受入促進のため、大学間交流協定校数の増加、英語によるプログラム

の拡充及び奨学金の充実等、外国人留学生の受入体制を強化したことにより、年間受入

者数は第２期中期目標期間平均値の389名から第３期中期目標期間の４年間平均値で478
名に増加している（第２期中期目標期間比で22.8％増加）。また、学生の海外派遣促進の

ため、海外大学との新たな学生交流協定の締結や短期研修等の拡充、ISEP（International 
Student Exchange Programs）への加盟による交流協定締結校以外へも派遣できる仕組みの

構築等、学生派遣の機会拡充に取り組み、年間派遣者数は第２期中期目標期間平均値の

127名から第３期中期目標期間４年間平均値で216名に増加している（第２期中期目標期

間比で70.0％増加）。(中期計画4-1-1-1、4-1-1-2) 
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（特色ある点） 

○ COIL型教育を通じた海外との連携強化 

平成30年度文部科学省の大学の世界展開力強化事業に太平洋島嶼地域13大学（ハワイ

大学９校（米国）、グアム大学（米国）、パラオ地域短期大学、ミクロネシア連邦短期大

学、マーシャル諸島短期大学）との教育連携によるCOIL型教育を活用した太平洋島嶼地

域の持続的発展に資するグローバルリーダーの育成が採択されている。同事業では、平

成30年度に３か国から６名（米国３名、パラオ共和国２名、ミクロネシア連邦１名）、令

和元年度に２カ国から６名（米国４名、マーシャル諸島共和国２名）の留学生を受け入

れ、COIL型教育の授業科目を受講させる等のプログラムを実施している。(中期計画4-1-
1-1、4-1-1-2) 

○ 寄附金を活用した人材育成 

琉球大学岸本基金の寄附金を財源とした人材育成事業では、留学に係る費用の一部を

支援する制度を新設し、第３年次特別編入学制度により学位の取得を志すマーシャル諸

島共和国、ミクロネシア連邦共和国及びパラオ共和国出身の留学生５名に対して、平成

29年度から令和元年度の３年間で316万円を支援している。また、平成29年度に創設した

学生の国際交流支援のための琉球大学QUEST基金（３億円）を財源に、平成30年度から

令和元年度の２年間で留学生45名に対し、総額3,176万円を支援している。(中期計画4-1-
1-1、4-1-1-2) 

 

4-1-2（小項目） 

【評価結果】中期目標の達成に向けて進捗している 

（判断理由） 中期計画の判定が全て「中期計画を実施している」以上であり、かつ中

期計画の実施により、小項目の達成が見込まれる。 
 

＜特記すべき点＞ 

（特色ある点） 

○ 国際的な学術連携の推進 

琉球大学独自のネットワークとして、世界各地の島嶼地域の大学によるコンソーシア

ム「RETI（島嶼大学間ネットワーク）」に加盟し、平成29年度に、琉球大学主催によりア

ジアで初めてとなるシンポジウムのRETI 2017 in Okinawaを開催し、加盟大学やアジア・

太平洋島嶼地域の大学交流協定大学等の世界12か国・地域からの45名を含む約100名の

研究者・学生が参加している。本シンポジウムはRETI史上最多の参加者となり、島嶼地

域の共通課題に取り組む島嶼大学間の学術連携を推進している。大学（中期計画4-1-2-1） 
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（２）附属病院に関する目標 

沖縄県の地域医療を支える医療人養成のため、組織体制の整備や離島・へき地での臨床

実習や臨床研修、医師派遣に取り組むとともに、臨床研修推進のため、人材育成と支援体

制の強化に取り組んでいる。また、多職種チームトレーニング研修及びシミュレーション

センターを活用した安全管理研修プログラムを実施して安全管理体制の強化を図っている

ほか、医師・看護師等の負担軽減に向けて、ワーキンググループを立ち上げ、独自の労働

時間短縮に向けた取組の検討を開始している。また、国内の大学病院として初めて、欧州

臨床腫瘍学会が認定するESMO-DCE （European Association of Clinical Oncology-Designated 
Center）に認定されるなど、がん医療の充実にも取り組んでいる。 
 

＜特記すべき点＞ 

（優れた点） 

（教育・研究面） 

○ 教育や臨床研究推進のための組織体制（支援環境）の整備 

平成28年７月に「総合臨床研修・教育センター」を設置し、沖縄県の地域医療を支え

る医療人養成をサポートする組織体制を整備するとともに、平成28年度から平成30年度

において「臨床研究マネジメント人材育成事業」及び「臨床研究インテンシブフェロー

シップコース」を実施、また、令和元年度においては、平成30年度までの「文部科学省 
課題解決型高度医療人材育成事業」５年間の成果を踏まえ、臨床研究教育管理センター

において研究メンタリング及びマネジメントを継続し、また、大学院コース（臨床研究

教育管理学）を継続して体制を維持して臨床研究を実施できるスキルを持つ医師、医療

従事者等の養成を行うなど、臨床研究に係る人材育成と支援体制を強化している。 
○ 安全管理体制及び感染制御体制の強化 

平成28年度に実施した各診療科への意識調査に基づき安全管理研修プログラムを作成

し、平成29年度以降は本プログラムの一環として、他職種チームトレーニング研修（Team 
STEPPS）及び看護師を対象としたシミュレーショントレーニングを実施するなど、シミ

ュレーションセンターを活用した医療安全に係る訓練や医療事故防止のための研修の回

数を増やし、医療安全教育を充実させるとともに、研修内容等の充実化を図るため、他

施設で行われているTeam STEPPSに参加して意見交換を行ったほか、手指衛生の回数を

部署ごとに目標設定し、部署間で手指衛生の回数やタイミングの適切さを評価すること

で院内全体の手指衛生への意識を向上させるなど、安全管理体制及び感染制御体制の強

化と安全管理システムの構築を行っている。 
（診療面） 

○ 医療提供体制の整備 

地域医療の機能向上及び在宅医療支援体制の構築等を推進するため、平成28年10月に

「在宅医療推進センター」を設立するとともに、緩和ケア充実のため地域医療部に専任

医師を２名増員し、地域連携及び在宅医療連携に係る体制を強化したほか、救急医療の

機能向上に向け、新たに専任医師を４名増員し、救急部における救急医療提供の体制を

強化している。 
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○ がん・地域医療等社会的要請の強い医療の充実 

県内各医療機関における検査結果や地域医療連携パス情報を共有し、県民への適切な

治療等を行うための取組「おきなわ津梁ネットワーク」へ令和元年５月から参画してい

るほか、「がん治療」と「緩和ケア」との統合を高いレベルで実践している医療機関に対

して欧州臨床腫瘍学会が認定し、現在、世界41か国で約200施設が認定を受けていて世界

中で注目されているプログラムであるESMO-DCE （European Association of Clinical 
Oncology-Designated Center）に、令和元年９月に国内４施設目、大学病院として初めて認

定されるなど、医療の充実に取り組んでいる。 
（運営面） 

○ 医師・看護師等の負担軽減、医療職種間の役割分担の推進に向けた取組 

医師・看護師等の負担軽減に向けて役割分担推進委員会を年２回開催し、医師事務作

業補助者のフルタイム化や業務拡張の実施等により、医療従事者の負担の軽減及び処遇

の改善に取り組み、さらに、平成31年２月に役割分担推進委員会委員長である副病院長

をワーキンググループ長とした、医師、看護師、メディカルスタッフら多職種で構成す

る病院長直下の「医師の働き方改革推進ワーキンググループ」を立ち上げ、本院独自の

労働時間短縮に向けた取組について検討している。 
○ 地域医療を担う人材養成及び医師偏在解消支援への対応 

地域医療を支える人材育成機関として、令和元年度においては、医学部及び病院の地

域医療部が連携し、医学科３年次（参加者131名）に離島・へき地の病院で臨床実習を実

施するとともに、１・２年目研修医27名のうち23名が離島を含む病院等で、指導医の下

臨床研修を実施した。さらに、地域の医師不足病院を支援するため、離島・へき地医療

機関（全16施設）へ医師129名を派遣するなど、地域医療を担う優れた医療人の養成及び

離島・へき地の医師偏在解消に向けた支援に取り組んでいる。 
 
 
（３）附属学校に関する目標 

島嶼県固有の教育課題を解決するため、自治体、地域の学校及び民間企業と共同で実証

実験を行うなど、先導的取組を行っている。 
附属学校の在り方やその改善・見直しについて協議する場として、附属学校の改革に関

するワーキンググループを設置し、その提言を受け、大学と附属学校の有機的な連携によ

るガバナンスを強化する体制を整備している。 
 
＜特記すべき点＞ 

（優れた点） 

○ 島嶼県固有の教育課題の解決に向けた取組 

内閣府、与那国島与那国町及びNTT西日本と連携し、ICTを活用した高等学校設立の可

能性等について実証実験を行ったほか、高等学校の不在、専科教員の不在等離島地域に

ある固有の教育課題を解決に向け、ICTを利用した遠隔教育による授業の充実及びICT利
用による教員研修機会の拡充に資する実証実験事業を、離島にある公立学校と共同して

取り組んでいる。 
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○ ガバナンス体制の強化 

学長のリーダシップの下、附属学校教員の他、他学部教員等を委員とする「琉球大学

教育学部附属学校の改革に関する検討ワーキンググループ」を設置。学内マネジメント

体制の確立等の検討を行った結果、附属学校統括の配置、附属学校運営委員会の全学委

員会への位置付け等を実施し、大学と附属学校の有機的な連携によるガバナンスの強化

を図っている。 
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○ SDGsの達成に資する活動 

SDGsの達成に資する活動推進を目的として、琉球大学SDGs推進室を設置し、沖縄県

とのパートナーシップ協定締結や、研究者データベースにおいてSDGsの各目標に関連す

る研究の紐付けを行うなど、全学を挙げて取組を開始している。これにより、英国の

「Times Higher Education」がSDGsの枠組により大学の社会貢献度を測る「THE大学イン

パクトランキング」では、SDGs4（質の高い教育をみんなに）において国内１位タイと

なっている。 
 
 
（２）財務内容の改善に関する目標                         

①外部研究資金、寄附金その他の自己収入の増加 ②経費の抑制 ③資産の運用管理の改善 
 

【評定】中期目標の達成に向けて特筆すべき進捗状況にある 

（理由） 中期計画の記載４事項全てが「中期計画を上回って実施している」又は「中期

計画を十分に実施している」と認められるとともに、特筆すべき点があること等

を総合的に勘案したことによる。 
 
＜特記すべき点＞ 

（特筆すべき点）  

○ 琉球大学基金造成計画に基づく取組と特色ある基金の創設 

平成29年度に策定した「琉球大学基金造成計画」に基づき、琉球大学基金のリーフレ

ット（和文、英文）作成及び基金ウェブサイトの充実等の取組を行うとともに、秘書・

広報との連携に資するため企画調整役（課長級）の配置、学長のトップセールス等によ

る広報活動を強化した結果、海外の沖縄県系人等多様なステークホルダーからの寄附獲

得につながっている。特に、同窓生である岸本正之氏が代表を務める岸本ファミリー個

人慈善基金により、地球環境保全に向けた教育・研究活動やグローバル人材育成等の支

援を目的とした「琉球大学岸本基金」が米国内に創設されており、運用についても米国

内のファンドによって行われている。また、沖縄県における子供の貧困対策として、シ

ングルマザーの雇用・実務技能訓練機会の創出を通じて、母子家庭を支援することを目

的に結転生（ゆいまーる）基金を全国大学初の取組として創設し、平成30年４月から附

属病院の医療支援スタッフとして２名の採用を決定している。 
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（優れた点）  

○ 環境保全対策と積極的なエネルギーマネジメントの推進 

大学全体のエネルギー使用量のうち約70％を占める上原キャンパスにおいて、医学部

附属病院省エネルギー支援業務を契約し、エネルギーの効率的な運用を実施し、対平成

28年度比合計約1,900万円分のエネルギー使用量を削減するとともに、民間事業者のエネ

ルギー供給及びエネルギーマネジメント等に関する高度な技術力と専門性を活用するこ

とで経済的・効果的・効率的な運用等を実現するため、エネルギーサービス供給設備の

設計・施工監理業務、維持運営管理業務等を行うエネルギーサービスプロバイダー事業

を導入するなど、積極的なエネルギーマネジメントを推進している。 
 
 
（３）自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標           

①評価の充実 ②情報公開や情報発信等の推進 
 

【評定】中期目標の達成に向けて順調に進んでいる 

（理由） 中期計画の記載３事項全てが「中期計画を上回って実施している」又は「中期

計画を十分に実施している」と認められること等を総合的に勘案したことによ

る。 
 
 

（４）その他業務運営に関する重要目標                       
①施設設備の整備・活用等 ②安全管理 ③法令遵守等 ④上原キャンパス移転 
 

【評定】中期目標の達成に向けて順調に進んでいる 

（理由） 中期計画の記載８事項全てが「中期計画を上回って実施している」又は「中期

計画を十分に実施している」と認められるとともに、下記の状況等を総合的に勘

案したことによる。 
 
＜特記すべき点＞ 

（優れた点）  

○  共同利用可能な設備の有効活用の促進 

「共同利用設備の利活用方法等に関する利用者向け講習会」や「共用利用可能な設備

の利用に関する運用ルール」の策定等により、設備の集約、学内・学外への有効活用の

啓発を継続的に実施することで、共用機器の登録数及び利用者数の増加のみならず、共

用機器を活用し研究分野を超えた異分野融合による取組も行っている。また、沖縄県内

における研究機器設備運用の連携を図るため、高専・公設試験研究機関を含む県内６機

関が参加した「おきなわオープンファシリィティネットワーク（OoPNet:オープンネッ

ト）」を立ち上げている。また、各機関の機器情報等を一括で検索可能な環境を整備する

ため、専用のポータルサイトを開設している。 
 






